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どうしたら日本の少子化は止められるか 1 ─人口転換理論の再検討─

これまでの説明の中で、人口問題は増やすとか減ら
すという問題ではなく、一人ひとりが幸せな生活を
送る基盤を作るための課題であり、急激な変動を避
けるための活動であるという話をしてきました。

極端な少子化は、子どもを持ちたいという希望を持
っている人たちが、それを実現できない状況におか
れていることを意味します。そして社会的にも、少
子化の進展による超高齢社会の急激な進捗は、社会
が高齢化に適応する時間を奪い、社会的活力を奪う
ことになります。人口増加までは必要ありませんし、
先進国ではそのような目標を持つことは非現実的で
す。しかし同時に、次の世代がいるということは、
社会の未来を作る基盤であり、希望の源です。その
意味で、急速な少子化の進む日本では、いかにある
程度の出生を回復させるかが政策的に急務となって
います。いま日本が直面している人口に関わる政策
課題として重要な少子化対策を、これまでの論述に
基づいて考えて見ましょう。

１．人口1億人政策は人口増加策？
安倍政権が、2014年6月24日に、戦後の日本で初め
て人口に関する数値目標を出したことは記憶に新し
いと思います。現在約1億2700万人（2014年12月）
の日本の人口を、50年後、1億人に維持するという
目標です。

国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）の現在の
推計（出生･死亡ともに中位）によれば、日本の
2060年の推計人口は約8674万人ですから、約1300
万人の人口減少を食い止めなければならないという
ことになります。この推計の前提となっている合計
特殊出生率（TFR）は1.35程度です。

そして、死亡が少なく、出生が多いとした推計では、
2060年の日本人口は約9600万人です。この場合の
高い出生率といっても、TFR1.54程度を前提として
います。この計算から言えば、1億人を維持するた

めには、TFR1.8程度まで出生率を回復し、維持す
ることが必要になるということでしょうか。

これは人口増加目標のように受け止められました
が、そうではありません。数字から見ても明らかで、
人口を維持するためにはTFR2.07程度の置き換え
水準が必要ですが、ここで想定されているのは、
TFR1.8程度であり、置き換え水準よりもずいぶん
低い出生率です。このことを考えるだけでも、実は、
これが人口減少を緩和するための目標値であること
が分かります。

１.1．なぜこのような目標が必要になったのか？
これまで、人口問題とは急増も急減も大きな影響を
与えることになり、基本的には「安定」を志向すべ
きものであることを述べてきました。もちろん地球
全体を考えれば、地球環境への負荷の面からも、そ
して一人ひとりの生活の豊かさを実現するという面
からも、超長期的には、徐々に減ることが望ましい
とは思いますが、それがあまりにも急な減少で、高
齢社会を支えられなかったり、社会が崩壊してしま
うようではどうしようもありません。

つまり社会政策の面から見れば、人口の急減は、社
会が人口構造の変化に対応する時間を奪うものであ
り、非常にマイナス面が多いと言えるのです。この
人口の減少速度をを緩和することと、世界的な人口
増加を抑制することは、国民の福利を目的とする政
策として考えれば、何の矛盾もないものです。

そして繰り返しになりますが、これは人口の急減を
抑制する政策であり、実数で見れば人口の若干の減
少を前提とした政策であることを確認しておく必要
があります。つまり、アフリカなどの人口が急増し
ている地域においてリプロダクティブ・ヘルス（RH）
の完全な普及等を後押しし、結果として人口増加の
抑制を推進している日本の外交戦略とも、まったく
矛盾しません。
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人口増加の抑制をಋく支援を推進しながら、自国で
は人口増加策（ਖ਼確には人口減少抑制策）を行うと
いうのは、一見矛盾しているのではないかと、ࠞཚ
しやすいかもしれません。しかしいずれの政策も、
人口の増加と減少を緩やかにすることで、社会の対
応能力を確保し、国民の福利を増し、一人ひとりの
生活を向上させるための政策であり、支援なのです。

̎．গࢠԽର策
人口1億人を維持するという政策の実現には、論理
的には高齢者の寿命の延伸というํ法も考えられま
すが、人間が生であるҎ上、Ӭԕに活力を持って
生きるわけにはいきません。寿命だけを延ばしても
スィフトのʰΨリバーཱྀ行記ʱに見る「ラϐϡタ
国」のような社会ができてしまうかもしれません。

多くの日本人がこのようなことを望んでいるわけで
はないでしょうし、今回の政府ํにおける目標ઃ
定の理༝が、人口減少を緩やかにして、日本経済や
社会の活力に与えるਂࠁな影響を防͙ことにあるこ
とから考えても、その対策の中৺が少子化対策とな
ることに、ҟ論のある人はあまりいないと思います。

このような対策を考える場合、多くの人が利益の当
事者となり、利が対立します。その結果、多様な
意見にྀして論述し始めると論点が分からなくな
ります。多少ཚでも、多様な意見をあまりྀし
ないで論理的に考えて見ましょう。そうすることで、
問題の枠組みが見えてきます。

政策の作りํとは、本来この論理的な枠組みが分か
った上で、具体的に政策にམとしࠐむ際に既存の制
度や様々な人々の利といった現実との調を検౼
することではないでしょうか。まず、問題の本質を
明らかにするために、৭々なྀをしない形で、ૉ
直に少子化対策を考えてみます。これはあくまで思
考実験で、政策そのものではありません。繰り返し
になりますが、実際の政策にしていくためには、多
くの人がೲಘできるような調が必要です。今回の
論述は、実際の政策を考えるためのきっかけとなる
ことをئったものです。

Խର策ࢠཧతなগ߹ࡁܦ．1.�
Ҏ前に、私たち現代人が、ൺֱ的近視؟的に経済合
理的なൣنを内在化して行ҝをする結果、少子化が

Խର策のࢠたগ͑ߟかΒൣنཧతなࣾձ߹ࡁܦ�．�.̎
ݧ࣮ߟࢥ

進んでいるという分析をしました。これは、現代人
が合理的に考えていると言っているわけではありま
せん。ਖ਼確には、自分たちが分かるൣғを全てと考
え、そのൣғで合理的と考えることにແ前提にՁ値
を置いているということです。分からないことがあ
ることを見ਾえ、そこにあるはずの合理性を୳求す
るような本当の科学的合理性とはผのものです。

社会政策として考える場合、人々がそのような「合
理性」を前提として行ҝしているとすれば、そのよ
うな「合理性」に適合した政策を取る必要があると
いうことが言えると思います。本題の少子化をྫに
とって考えて見ましょう。

ྫえば、ݸ人が目の前の合理性にैい、社会保障制
度を前提として子どもを持たない選をした場合、
結果として社会保障制度が維持できなくなります。
これは、多数者が利用できる共༗資源がཚ֫される
ことによって資源のׇރをটいてしまうという、経
済学における「ίϞンズの൵ܶ」と同じメカニズム
を持っていると言えるかもしれません。୭もが当事
者としてίϞンズ（共༗地）、ここでは社会保障な
どの社会福ࢱの基盤に対する意識を持たず、自分の
利益を最大化する選をした結果、そのίϞンズは
ίϞンズとしての役ׂを果たせなくなってしまいます。

これは環境問題も一ॹで、近代経済的に合理的に経
済活動を推し進めてきた結果、ੈքࡁܦͷίϞϯζ
ͱ͍͑ΔڥٿΛɺ維持できなくなってきている
状況を示しています。

現代人が͜ͷΑ͏ʹ考えているとすれば、政策の目
標は極めて明շです。つまり、ݸ人が経済合理的に
行ҝをする結果として、社会的な財としての社会保
障制度がकれるようにするしかないということで
す。

平たく言えば、子どもを持つことが経済的にメリッ
トのある、少なくとも経済的にデメリットのない状
態を作るしかありません。そんなことができるのか
というٙ問もあると思います。若いカップルが子ど
もを持つことが経済的に合理的となるように新しい
資ۚをつ͗ࠐむとすれば、現在の日本の財政状況か
らは、どこからかその資ۚを調ୡする必要がありま
す。その資ۚはどこから持ってくればྑいのでしょ

R e p o r t
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うか。多様な現実へのྀをແ視し、୯७化し、あ
くまで「思考実験」として考えて見ましょう。

Խର策のࢠたগ͑ߟかΒൣنཧతなࣾձ߹ࡁܦ�．�.̎
ݧ࣮ߟࢥ

年ۚを持続可能なものとするために、経済合理的な
可能性として、これまでのように若い世代が高齢世
代を支える制度（ො課ํ式）ではなく、一人ひとり
が自分の後資ۚを積み立てるํ式（積み立てํ式）
に年ۚを移行させるというアイデアが検౼されてい
ます。これから検౼する制度は、この積み立てํ式
と現在の制度を調したようなํ式です。

これは、一人ひとりのライフスタイルの選は自༝
であるけれども、その選に応じた応分の負୲を求
めるというものです。そうすれば、原理的に社会保
障がഁすることはありませんし、そのライフスタ
イルผの負୲は統計的にかなりਖ਼しく推計すること
ができます。

どのようにするかといえば、次のようなํ式です。
まず、確率的に経済計算をして、一生֔ಠでいた
場合に必要となる年ۚに૬当するֹを所ಘ੫として
基ૅ的にֻけます。極論ですが、そうすれば積み立
てํ式と同じように、子どもが生まれなくても年ۚ
財政がഁすることはありません。

そして結ࠗしたஈ֊で（どのような形の結ࠗかはこ
こでは議論しません）、これも統計的に生まれてく
る子どもが将来、労働力になったときの年ۚ寄与分
を前提として減੫をします。

さらに第1子が生まれたஈ֊で減੫、第2子が生まれ
たஈ֊で減੫、3子Ҏ上ではさらに減੫、必要に応
じて育ิࣇॿۚを出し、統計に基づく確率的な将来
の期待ऩ入（年ۚへの寄与推定ֹ）で੫率を変えて、
経済合理的に制度ઃ計をするというのはどうでしょ
うか。

人が結ࠗする・しない、子どもを持つ・持たないݸ
は、あくまでݸ人の意思で、୭も介入できることで
はありませんし、介入すべきことでもないでしょう。
しかし、社会保障が国家によって維持されているҎ
上、それが成り立つような経済合理的な制度構ஙを
考える必要があると思います。

そして、一人で生きていきたい人は、その人のため
に国家が年ۚという形でڅできるように応分の負
୲を求めるだけですから、なんの強制でもないと思
います。そして一人っ子も同じで、ෆ分は੫とい
う形でೲしてもらうだけです。人生の選はݸ人
のஅですが、そのもまた、ݸ人が応分に負୲
するというメカニズムとなります。

日本の場合、出生の΄とんどがࠗҽからの出生であ
り、既ࠗ者のTFRが、約2の置き換え水準程度をୡ
成していることから考えれば、Ձ値؍に関する議論
をൈきにして少子化を抑制しようとすれば、どうし
ても結ࠗྭ策になります。しかしಡ者のօ様はす
でにお分かりのように、ここでの主ுは、結ࠗを
ྭすることに主؟が置かれているわけではありませ
ん。ٯにこれまで結ࠗを前提として組まれていた社
会システムを、ݸ人の選を前提としたシステムに
変えるということであることにؾづかれたかと思い
ます。結ࠗの強制なんてやなこったʂという言༿も
聞こえてきます。୭も強制するつもりはありません。
人の選をଚ重するために、結ࠗしなくても年ۚݸ
が維持できるシステムを基盤にし、将来の年ۚ保ݥ
財政に貢献できる分を減੫で対処しようということ
です。

しかし表面的には、日本の場合、少子化対策˺結ࠗ
ྭ策となら͟るをಘないと言えます。なͥ結ࠗ
ྭ策になら͟るをಘないのか、そして経済合理的な
少子化対策に加えて、もう一つ必要なॹ的な少子
化対策への政策的支援の可能性について、次回Ҏ߱
考えて見たいと思います。

（ೇຊɹम）

R e p o r t

+1'1��पه೦事ۀ

1974年に人口・開発問題に関する世界初の議員フ
Υーラムとしてઃ立され、世界中の地域議連の生み
のとなってきた国際人口問題議員懇談会（JPFP）
が、2014年に40प年をܴえました。これを記೦し、
11月27日に、JPFPと事務局を務めるアジア人口・開
発協会（APDA）は、「第30回人口と開発に関する
アジア国会議員代表者会議」の参加者、関者ら総
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100名とともに、都内で記೦Ϩセプシϣンを開࠵し、
40年間にわたるその活動と実をॕいました。

ౡ৲安伊子JPFP事務総長の
進行のもと、಄に長ത行
JPFP෭会長が୩֞ఓ一JPFP
会長のѫࡰを代ಡし、これま
での活動のيを紹介しまし
た。続いて、福ా康JPFP
名誉会長、中ࢁ太郎 元JPFP
会 長 か ら は、 こ れ ま で の

JPFPへの支援にँײし、今後のさらなる発展への
期待が寄せられました。

また来ෂとして、έイト・ΪルϞア国連人口基ۚ
（UNFPA）事務局次長、テΥドロス・メϨッセ
国際家族計画連ໍ（IPPF）事務局長がॕࣙを述べ、
世界の人口問題に対するJPFPの貢献をࢌえました。

その後、ਗ਼水Յ与子 元JPFP事務総長の発声でס
ഋを行い、多数寄せられたॕిも紹介されました。
見ࡾܟ 人口と開発に関するアジア議員フΥーラム

（AFPPD）議長・JPFP幹事長は、参議院ղࢄ直後
にも関わらずお集まりいただいた参加者にྱޚを述
べるとともに、今後アジアॾ国の国会議員間の連携
をいっそう強め、活
発な活動を展開する
ことをݺびかけまし
た。

Ϩセプシϣンには、ೆ野知ܙ子 元法務大ਉ・元
JPFP事務総長、୩義உ 元水大ਉ・元JPFP෭
会長、能和子 元議員らO#も多数ۦけつけ、会
場はॕլムードに包まれました。

ୈ��ճ"1%"会議

11月27日、APDAは「ライフサイクルアプローνと
人口の課題ʵ若者と高齢者に焦点を当てて」をテー
マに「第30回人口と開発に関するアジア国会議員代
表者会議（APDA会議）」を実施しました。非西Ԥ
で初めて人口転換をୡ成した国として、また人口転
換の結果、世界で最も高齢化が進んでいる国として、
日本の豊な経験をアジアॾ国に提供することを目
的とし、高名な専門家のํ々に講演をいただきまし
た。

開会式では、福ా康 元内閣総理大ਉ・APDA理
事長・JPFP名誉会長の主࠵者ѫࡰに続き、୩֞ఓ
一JPFP会長の開会ѫࡰを増子ًJPFP෭会長が
代ಡしました。また、テΥドロス・メϨッセIPPF事
務局長の来ෂѫࡰののち、見ࡾܟAFPPD議長・
JPFP幹事長、έイト・ΪルϞアUNFPA事務局次
長が基調講演を行い、見AFPPD議長は、国民օ
保ݥと健康長寿を推進した日本の人口関連政策と、
活力ある健康長寿社会の実現に向けた取り組みを紹
介しました。

セッシϣンでは、阿藤誠 国立社会保障・人口問題
研究所（IPSS）名誉所長が、人口転換の初期から
高齢化までの豊なデータとともに、日本の経験か
らಘられる教訓について講演を行いました。続くླ
ོ༤ 国立長寿医療研究センター研究所長は、後
期高齢者の急増に伴う認知予防、サルίペニアの
予防の重要性と、健康長寿の実現に向けた具体的対

։会式ɿ
田康 ݩ内閣૯
ཧ大ਉ・"P%"ཧࣄ
長・+P'P名誉会長

૿子ً
+P'P෭会長

ౡ৲҆伊子+P'Pࣄ૯長

テΥドロス・ϝϨοセIPP'ࣄہ長
͔Βɺ長ത行+P'P෭会長に+P'P 
��पのॕ͕ࣙख͞Ε·͠ ͨ ・PP%議長'"ࡾܟݟԋɿߨௐج

+P'Pࣄװ長

Ԟέイτ・ΪルϞア6/'P"ࣄ࣍ہ長

中ࢁଠ郎 ݩ+P'P会長 ਗ਼ਫՅ子 ݩ+P'Pࣄ૯長
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１．人口1億人政策は人口増加策？

１.1．なぜこのような目標が必要になったのか？

処法を提示しました。また猪口孝 新潟県立大学学
長は、1950年代に日本が労働力の送り出し国であ
ったことを紹介し、時代の変化によって予測できな
いような変化が生じること、そしてその変化に適切
に対処するための政策形成支援の必要性を強調しま
した。さらに、カンボジア、ラオス、カザフスタン、
タイ、中国、インドネシアの各国会議員からは、自
国の人口転換の状況と、直面する課題、対策につい
ての発表が行われました。

日本の経験に学んで人口転換を進めてきたアジア各
国においても、将来必ず高齢化問題に直面すること
から、15か国から参集した国会議員および国内委員
会代表は、日本の成果と教訓を移転する意義と、ラ
イフサイクルという包括的な視点に立った国会議員
の取り組みについて、活発な意見交換を行いました。

アジア国会議員人口事情視察

会議に引き続き11月28日に実施された視察事業で
は、都内の協力企業、政府機関・団体を訪問し、直
接の対話を通じて少子高齢化に対応する日本の取り
組みを見学しました。

最初に訪問した株式会
社セブン＆アイ・ホー
ルディングス本社で
は、伊藤順朗 取締役
執行役員・CSR統括部
SOより、「セブン＆ア
イ・ホールディングス
の高齢化社会に対する
取組み」と題した講演
を受けました。少子高齢化、人口減、高齢世帯の増
加、女性の就業率の変化など、社会の環境変化に伴
う課題を、新たなニーズとして、ビジネスの分野か
ら社会貢献に取り組む同社の活動に参加者からも協

働の可能性も含め多くの質問がなされました。

続いて、国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）
を訪問しました。同研究所は人口問題に関わる世界
最初の研究所であり、日本の長期にわたる詳細なデ
ータに基づく科学的な分析・研究を試みています。
今回は、日本の人口動向、家族と世帯構造の変遷、
社会保障制度、そして外国人労働力の受入れとその
課題等について、幅広い説明を受けました。視察参
加国の多くからも、“私たちも近い将来、必ず高齢
化に直面する、それまでにどのようなシステムを作
ることができるだろうか”と真剣な問いかけがなさ
れ、活発な意見交換が行われました。

最後に、小沼士郎 内閣官房健康・医療戦略室企画
官より、国民の健康寿命の延伸を目指して日本政府
が取り組む健康寿命伸長産業の育成、予防・健康管
理の推進に関する新たな仕組みづくり等、「日本再
興計画」における医療・介護分野の成長産業化に焦
点を当てた日本の戦略が紹介されました。

ご支援について
	 ─賛助会員の募集

株式会社セブン&アイ・ホールディングス 本社にて

伊藤順朗 セブン＆アイ・ホールディン
グス 取締役 執行役員・CSR統括部SO

小沼士郎 内閣官房
健康・医療戦略室企画官

国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）森田 朗 所長
（中央）林玲子 国際関係部長

ワン・ロンドゥー議員
（中国）

テーミナ・ドルタナ議員
（パキスタン）
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最後に、参加者による今回の会議・視察プロジェ
クトの総括が行われ、多様な状況にあるアジアの
人口問題に共に取り組むための枠組みが示される
とともに、日本が蓄積した経験・知識、そして具
体的な施策や成果目標を聞くことができ、持続可
能な社会の実現の
ために官民が連携
してきめ細かい対
応をしていくこと
の大切さを知るこ
とができた、と多
くの声が寄せられ
ました。

人口専門家研究会の発足

APDAでは、UNFPAアジア・太平洋事務所（APRO）
からの受託事業として、2014年度より4年計画（予定）
で新たに研究会事業を開始しました。本事業は、日
本およびアジア各国の人口政策に関する既存の資料
を、科学的根拠に基づき（エビデンスベース）検証
し、各国に広く公開、提供すべき資料を抽出、特に
アジア地域の人口と開発に携わる国会議員の政策形
成に資する資料を公開、提供することを目的として

います。最終的には、抽出された資料をデジタル化
し、APDAホームページ上（http://www.apda.jp/）
で順次公開を予定しています。

11月7日に本事業の第1回研究会が実施されました。
専門家メンバーとして、竹内啓 学士会会員・東京
大学名誉教授・明治学院大学名誉教授、阿藤誠 国
立社会保障人口問題研究所（IPSS）名誉所長、原
洋之介 政策研究大学院大学アカデミックフェロー・
客員教授・東京大学名誉教授、小川直宏 日本大学
人口研究所長、大塚友美 日本大学文理学部教授、
早瀬保子 元アジア経済研究所開発研究センター研
究主幹が参加し、竹内啓委員長、阿藤誠主査が選出
されました。

現在、日本の経験の移転という点から、その活用が
広く期待される多くの貴重な資料が、十分に公開さ
れず、眠ったままの状態にあります。これら資産を
広く活用するため、国内外の国会議員の政策形成に
資する資料を専門家の手により抽出し、公開してい
くことが求められています。
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どうしたら日本の少子化は止められるか 1 ─人口転換理論の再検討─

１．人口1億人政策は人口増加策？

１.1．なぜこのような目標が必要になったのか？

アジア国会議員人口事情視察

人口72億人  地球の未来を救いませんか？
人口の安定化は、人道的かつ民主的な方法で、一人ひとりの福利や環境の改善を果たすことで実現されなければ
なりません。望まない妊娠を防ぐことは、人口の安定化につながり、地球の未来を救います。
APDAでは一回の寄付、もしくは毎月継続的な形でご支援いただく「賛助会員」を募集しています。
私たちと一緒に、あなたの意見を途上国の改善に役立てませんか？
お申込み・お問い合わせは下記APDA事務局でお待ち申し上げております。

ご支援について
	 ─賛助会員の募集

研究会の様子

竹内啓 委員長
学士会会員・東京大学名誉教授・
明治学院大学名誉教授
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